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防災政策の中では，危険地域から安全地域への住民移転はひとつの有効な政

策オプションである．わずかな世帯に自発的な移転を勧め，そのための経済的

支援を行うなどの小規模なものだけでなく，コミュニティ全体での集団移転も

時には必要になる．また，一般には，移転元の地域では移転後には居住用土地

利用は実現しないため，土地所有者に対する補償も検討する必要がある．一方，

移転元地域が中山間部や非都市的地域であり，かつ，移転先地域が都市域であ

る場合には，一版的には，移転によって住民は元地域よりも高い水準の公共サ

ービスや都市生活の機会を享受することができる．そして，コミュニティの移

転先では地域行政における規模の経済やコミュニティ活動の維持可能性の拡大

というさらなる効果を期待できる場合もあろう． 

このような側面も含めた総合的な視点からコミュニティ移転施策自体の様々

な項目の費用と便益の発生を整理して費用便益分析のフレームを示した研究は

未だ見当たらない． 

本研究では，単純な２地域立地均衡モデルを用いて，コミュニティ移転施策

の費用便益分析のフレームを提示する．そして，それに基づいて，実際に便益

や費用を計測する際の要点について議論する． 
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